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「UIJ ターン促進に向けて就業支援のニーズ大きい」 

（JILPT 調査シリーズ No.152「UIJターンの促進・支援と地方の活性化」より） 

 

労働政策研究・研修機構（JILPT）では、UIJ ターンの促進・支援と地方の活性化が国・地方自治体双

方にとって重点課題となる中、若年期の地域移動（地方出身者の出身地からの転出とＵターン、大都市

出身者の地方移住）の実態把握と行政支援ニーズの所在・中身を明らかにする目的で個人アンケート調

査を実施しました。 

このほど、調査結果がまとまりましたので公表いたします。 

 
 

調査結果のポイント 

＜Ｕターンは 22歳の大学卒業・就職時中心だが、30歳頃まで離転職・結婚等による動きも＞ 

地方出身者が出身市町村を離れる主なきっかけは 18歳時の大学進学であり、進路選択や生活上の選択に

よるところが大きい。出身県へのＵターンは、就職・学校卒業時（22歳時）に、実家、もしくは実家近く

に戻る移動が主であるが、30歳頃までは離転職や結婚を機としたＵターンも少なくない。【1～5頁】 

 

＜地元の仕事情報がＵターンを促すカギ＞ 

出身県外に居住している者でも、20代をはじめとする若年層にはＵターン希望が少なくない。出身地に

愛着がある者のほか、出身地を離れる前に地元企業をよく知っていた者ほど、Ｕターン希望が強い。また、

Ｕターンするための行政支援としては、「仕事情報の提供」「転居費用の支援」「無料職業紹介」などのニー

ズがある。【6～8頁】 

 

＜女性ほど地方移住時の就業支援ニーズ大きい＞ 

 大都市出身者の地方移住（Iターン）は、転勤等を機としたものを多く含むが、就職、転職、結婚を機と

した移住も多く見られる。移住の年齢は、就職を機とした移動では 22～25歳頃、転職を機とした移住では

20 代半ば～30代後半、結婚を機とした移住では 20代後半（25～30歳頃）が中心。特に女性は、結婚で地

方に移り住むことも多く、移住当初に仕事が見つかりにくいなど、就業支援ニーズが大きい。【8～9頁】 

 

＜地方移住によって生活の質向上も＞ 

地方移住にともなう仕事面・生活面の変化をみると、仕事面では収入低下を伴う場合が少なくないが、通

勤の負担低下などによって時間面・精神面でゆとりも生まれ、居住スペースの増加も相まって生活の質向上

をもたらす可能性がある。【10頁】 

※調査結果の詳細は、JILPT調査シリーズ No.152として刊行し、JILPTホームページで公開している。 

独立行政法人労働政策研究・研修機構（理事長 菅野 和夫） 
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http://www.jil.go.jp/institute/research/2016/152.html
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１．調査の概要 

アンケート調査（平成 28年 1月実施）。調査会社に登録しているウェブ調査登録モニターを対象にスクリー

ニング調査を実施し、出身地と現在の居住地、地域移動経験に基づく 4つの割付区分（図 1参照）を抽出した

上、各区分の目標サンプル数（図 1の①～③が各 2000、④が 1000）を回収するよう本調査を実施した。なお。

若年期の移動を把握するため、対象者の年齢は、①～③は 25～39歳、④は 25～44歳とし、現在就業している

者に対象を限定した。 

図１ アンケート調査における割付区分の定義 

① 「出身県定住者」…地方圏（三大都市圏以外）出身で、中学卒業から現在まで同一県内に居住する者 

② 「出身県Ｕターン者」…地方圏出身で、中学卒業以降に県外での居住経験をもつが、現在は中学卒業

時と同じ県に居住する者 

③ 「出身県外居住者」…地方圏出身で、現在の居住県が中学卒業時の居住県と異なる者 

④ 「地方移住者」…東京圏・近畿圏出身で、現在は地方圏に居住する者（I ターン者） 

 
 

２．調査結果の概要 

（１）地方出身者の出身地（出身市町村）からの転出 

（※本資料 1～2頁では「出身県外居住者」における結果を示すが、「出身県Ｕターン者」も同様の傾向） 

出身地からの転出は、大学・専門学校等への進学や就職に伴う移動が主であり（図２）、年齢でいうと 18

歳時が過半数を占める（図３）。転出の理由をみると、「地元には進学を希望する学校がなかった」「地元から

通える進学先が限られていた」といった教育機会の地理的偏在と進路選択に大きく依拠し、「親元を離れて暮

らしたかった」「都会で生活してみたかった」などの生活上の選択も重なり合った結果、もたらされるものと

いえる（図４）。 

 

出身県
(=中学卒業時の居住県)

現在の居住県
（①～③は、中卒時の
居住県との異同）

地域移動経験
（中学卒業後の

他県での居住経験有無）

①出身県定住者

地方圏
同じ

なし

②出身県Uターン者

あり③出身県外居住者 異なる

④地方移住者 東京圏・近畿圏 地方圏
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専門学校進学

実家の都合

短大・高専進学

高校進学

転職

結婚

転勤・配置転換等

住宅の都合
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図２ 出身市町村を離れたきっかけ（複数回答）

【出身県外居住者】N=1933
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図３ 出身市町村を離れた年齢（年齢分布）

【出身県外居住者】N=1932
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地元には進学を希望する学校がなかった

親元を離れて暮らしたかった

地元から通える進学先が限られていた

都会で生活してみたかった
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地元以外の土地で生活したかった
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希望する仕事に就くため[就職による転出]
都会で働きたかった

都会に出ると自分の将来が開けると思った

将来、希望する仕事に就くため[進学による転出]
地元にいたら専門性を身につけられない

大企業・有名企業に就職したかった

家族・親族の事情

親や親族が勧めた

仲の良い友人が地元を離れる

その他

図４ 出身市町村を離れた理由（複数回答）

【出身県外居住者】N=1933
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（２）地方出身者の Uターン移動 

地方出身者の出身県へのＵターンは、就職や学校卒業をきっかけとして（図５）、実家（もしくは実家近く）

に戻る移動が主となっている（図６）。年齢でいうと 22歳時が中心であるが（図７）、新卒就職のタイミング

を過ぎても、20代は離転職や結婚を機としたＵターンが少なくない（図８）。 
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就職
仕事を辞めた

転職
学校卒業

親との同居
自身の異動(転勤等)

結婚
健康上の理由

家族・親族の病気、怪我
子どもの誕生

配偶者の異動(転勤等)
住宅の都合
入学・進学
家業の継承

離婚
家族・親族の介護

起業
その他

図５ 出身県へのUターンのきっかけ（複数回答）

【出身県Uターン者】N=1467
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勤務先の都合

実家の近くに住むため
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都会暮らしに疲れたため

自分らしい生き方をするため
希望に合う居住物件があったため

子育て環境を考えて
友人・知人がいたため

家・土地を守るため
仕事以外の生活も充実させたいため
買い物環境など生活の利便を考えて

配偶者の実家の近くに住むため
子どもの教育環境を考えて

豊かな自然環境にひかれたため
配偶者の実家で同居するため

行政サービスが充実していたため
自治体等からの熱心な勧めがあったため

その他

図６ 出身県へのUターンの理由（複数回答）

【出身県Uターン者】N=1467
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図７ 出身県へのUターン年齢（年齢分布）

【出身県Uターン者】N=1467
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図８ 出身県へのUターン年齢（年齢分布）

－Uターンのきっかけ別－

【出身県Uターン者】

就職（N=446） 転職（N=235） 離職（N=235） 結婚（N=97）
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（３）県内の大都市部へのＪターン 

（※本資料図 9、10でいう「Ｊターン」とは、出身県Ｕターン時に、出身市町村ではなく、出身県内の他市

町村へ戻ることを指す。） 

出身市町村へＵターンする（できる）かどうかには、出身市町村の位置づけによる違いも関係する。つまり、

同じ地方圏でも大都市部の出身者ほど出身市町村に戻る（戻れる）が、都市部から離れた地域の出身者では、

たとえ出身県に戻る者でも県内他市町村へのＪターンとなるケースが多い（図９）。背景には、地元に十分な

雇用の受け皿がないことが考えられる。そして、Ｊターン先地域は、県内の大都市部に集中している（図 10）。 

 

 

 

（４）Ｕターン時の仕事面の気がかり 

Ｕターンにあたっての仕事面の気がかりとしては「求人が少ない」「収入が下がってしまう」「希望にかなう

仕事が見つからない」などが多く挙げられる。特に女性では、Ｕターンに際して「求人が少ない」「希望にか

なう仕事が見つからない」という気がかりが男性に比べて多い（図 11）。 

75.5%

66.6%

59.8%

24.5%

33.4%

40.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方大都市の出身者

（N=1607）

地方小都市の出身者

（N=314）

都市部から離れた地域

の出身者（N=164）

図９ 出身市町村へのＵターン有無

―出身市町村の類型別―
【出身県Ｕターン者】

出身市町村へのＵターン 出身市町村以外へのＪターン

県内の大都

市
79.8%

県内の小都

市
15.4%

都市部から

離れた地域
4.8%

図10 Jターン先の地域

【Jターン者】N=565
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（５）出身県外居住者におけるＵターン希望と支援ニーズ 

なお、出身県外に居住している者についても、「出身地に戻りたい」というＵターン希望が少なくない（図

12）。特に、20代を中心とした若年者（35歳未満の者）においてＵターン希望が多く（図 13）、潜在的な支援

ニーズの所在を示しているといえる。また、出身地に愛着がある者ほど強いＵターン希望をもつほか（図 14）、

出身地を離れる前に地元企業をよく知っていた者ほどＵターン希望が強い（図 15）。そして、Ｕターンするた

めの行政支援としては、「仕事情報の提供」「転居費用の支援」「無料職業紹介」などが希望されている（図 16）。 
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1.1%
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53.4%

39.7%

22.5%

25.2%

9.1%

4.2%

1.1%

0.5%

0.5%

0.7%

44.8%

0% 20% 40% 60%

求人が少ない

収入が下がってしまう

希望にかなう仕事が見つからない

キャリア・スキルが活かせなくなる

当時の仕事を辞めたくなかった

（起業・家業継承の）ノウハウ不足

（起業・家業継承の）資金が不足

（起業・家業継承の）土地・建物

その他

特にない

図11 Uターンにあたっての仕事面の気がかり（複数回答）

―男女別―
【出身県Uターン者】

男性（N=920） 女性（N=547）

戻りたい
14.5%

やや戻りた

い
30.6%

あまり戻り

たくない
31.2%

戻りたくな

い
23.6%

図12 出身市町村へのＵターン希望

【出身県外居住者】N=2027
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35～39歳（N=934）

図13 出身市町村へのUターン希望

―年齢別―
【出身県外居住者】

戻りたい やや戻りたい あまり戻りたくない 戻りたくない

37.1%
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39.6%

39.9%

8.5%

3.2%

16.7%
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（N=222）

図14 出身市町村へのUターン希望

―出身市町村への愛着有無別―
【出身県外居住者】

戻りたい やや戻りたい あまり戻りたくない 戻りたくない
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16.1%

15.0%
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（N=595）

あまり知らなかった

（N=809）

全く知らなかった

（N=468）

図15 出身市町村へのUターン希望

―高校時代までの地元企業の認知程度別―
【出身県外居住者】

戻りたい やや戻りたい あまり戻りたくない 戻りたくない
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（６）大都市出身者の地方移住 

地方移住（Iターン）は、転勤等を機とした移動が最も多いが、転職、結婚、就職を機とした移住も多く見

られる（図 17）。なお、就職、転職、転勤等に伴う地方移住者には業種・職種の特徴がみられ、結婚による地

方移住者には女性が多いという特徴がみられた。 

地方移住の年齢については、Uターンよりも幅があるが、就職を機とした移動は 22～25歳頃、転職を機と

した移住は 20代半ば～30代後半、結婚を機とした移住は 20代後半（25～30歳頃）、転勤等を機とした移動は

20 代後半～30代で多い（図 18）。 
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無料職業紹介

公営住宅、定住住宅、家賃補助等

子育て支援

空き家・空き地情報の提供

自治体の相談窓口

宅地分譲・住宅建築への助成

起業支援

移住体験

農林漁業への就業支援

その他

支援の希望は特にない

図1６ Uターンするために希望する行政支援（複数回答）

【出身県外居住者のうちＵターン希望者】N=915
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子どもの誕生
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家族・親族の介護
家族・親族の病気、怪我

離婚
学校卒業

起業
家業の継承

その他

図17 地方移住のきっかけ（複数回答）

【地方移住者】N=909
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（７）地方移住者の就業支援ニーズ 

地方に移住した当初の苦労としては、仕事面よりも、「休日に遊べる場所が乏しかった」「買い物が不便だっ

た」「困ったことを相談する人がいなかった」などの生活面の苦労が多く挙げられるが、女性は、男性に比べ

て「仕事がなかなか見つからなかった」などの仕事面の苦労を挙げる人が多くみられた（図 19）。 

 

0

5

10

15

20

25

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

%

年齢

図18 地方移住の年齢（年齢分布）

－移住のきっかけ別－

【地方移住者】
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図19 移住当初に苦労したこと（複数回答）

―男女別―
【地方移住者（転勤等による移住を除く）】

男性（N=387） 女性（N=283）
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（８）地方移住による変化 

転職を伴った地方移住者について、地方移住による仕事面・生活面の変化をみる。図 20は、仕事面・生活

面のそれぞれの項目について、移住前後で「増えた」とする割合から「減った」とする割合を差し引いたもの

である。これをみると、地方移住に伴い、仕事面では収入低下を伴う場合が少なくないが、通勤の負担低下な

どによって時間面・精神面でゆとりも生まれ、居住スペースの増加も相まって生活の質向上をもたらす可能性

があることがうかがえた。 

 

 

３．調査結果からの示唆 

地方出身者のＵターンは、初職就職時（22歳時）に大きなピークがあった。ここから、新卒予定者を対象

とした地方就職支援が最も効率的・効果的なＵターン促進策であることがうかがえる。また、初職就職以降も、

30 歳頃まで、離転職や家庭理由などを機としたＵターンが続いており、地元の仕事に関して継続的に情報提

供すること等も、有効なＵターン促進・支援策になる可能性がある。厚生労働省では、平成 27年度から東京

圏と近畿圏の大学の学生などを対象に「地方人材還流促進事業（LO活プロジェクト）」を行っており、平成 28

年度からは、学生に加えて卒業後の若年者も対象としている。地方出身者のＵターンを促進する上で、今後も

更なる施策の充実が望まれる。 

さらに、出身県外居住者においても「出身地（県・市町村）に戻りたい」という希望（潜在的な Uターン希

望）が少なくない。そうした「潜在的Ｕターン希望者」にも、「UIJターン希望者への仕事情報の提供」とい

った就業支援ニーズが多くみられた。そのため、潜在的Ｕターン希望者をどのように把握し、どのように継続

的な情報提供の仕組みを作るか、今後検討する必要があろう。 

 地方移住に関しては、転勤等のほか、結婚、就職、転職を機としたものが多い。結婚を機に地方に移住する

ケースも多い女性においては、移住先での職探しの心配・苦労があり、就業支援のニーズが存在する。ハロー
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図20 地方移住による変化（「増えた」割合－「減った」割合）

【転職を伴った地方移住者】N=156
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ワークで支援できる部分が大きいことがうかがえた。 

最後に、分析からは、地域の雇用機会が個人のＵターン選択にも大きく関わることがうかがえた。つまり、

同じ地方圏であっても、大都市部ほど出身市町村へのＵターンが起こりやすい一方で、都市部から離れた地域

ほど一度転出した個人がＵターンという選択をしにくく、出身県に戻る場合でも県内の大都市部へのＪターン

となってしまう。この背景には、地方の中でも大都市部ほど雇用機会の量・質が豊富であることが考えられよ

う。都市部から離れた地域ほど、進学でいったん外に出た優秀な人材を呼び戻すには、魅力ある雇用機会を創

出していくことが切に求められると示唆された。 
 


